
      

　港湾施設の維持管理計画を策定し、適切な維持管理を実施することで、施設の延命化を図る。また、埋没浚渫等、機能を確保すべき施設については早期に機能確保を行い、

港湾施設の安全と利便性を確保する。

・港湾施設である外郭施設、係留施設、臨港交通施設の計47施設の維持管理計画を策定し、施設の長寿命化を図る。

・埋没が確認されている泊地について浚渫を行い、適正な水深を確保する。また、港湾施設等の機能を確保すべき施設を改良し、安全と利便性を確保する。

（H23） （H25末） （H27末）

【拠点施設】

事　後　評　価　（中　間　評　価）

　　拠点施設・重点地区

459百万円 Ｂ

合計

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

494百万円

泊地の埋没浚渫を実施した土量の、適正な水深を確保するために浚渫すべき土量に占める割合を算出する。

（埋没浚渫を行った割合）＝（埋没浚渫をした土量）／（埋没浚渫すべき土量）

35百万円

効果促進事業費の割合

全体事業費

計画の名称

 平成２３年度　～　平成２７年度　（５年間）

新居浜港における港湾施設の管理と利便性の向上

社会資本総合整備計画（政策分野「活力創出基盤整備」）

交付対象 新居浜港務局

100%

係留施設等の機能を確保した施設数の、機能を確保すべき施設数に占める割合を算出する。

（機能確保すべき施設数の割合）＝（機能確保した施設数）／（機能確保すべき施設数）

0%

計画の目標

　　計画の成果目標（定量的指標）

　　定量的指標の定義及び算定式 定量的指標の現況値及び目標値

0%

維持管理計画を策定した施設数の、策定すべき施設数に占める割合を算出する。

（維持管理計画を策定した割合）＝（維持管理計画を策定した施設数）／（維持管理計画を策定すべき施設数）　　（％）

0% 100%

100%

備考

当初現況値

Ａ 7.1%

Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

Ｃ

中間目標値 最終目標値

○事後評価（中間評価）の実施体制、実施時期

事業終了後

新居浜港務局で事後評価を実施

新居浜港務局（新居浜市）ホームページに掲載

１．交付対象事業の進捗状況

交付対象事業交付対象事業交付対象事業交付対象事業

Ａ1　基幹事業

事業 地域 交付 直接 施設 事業内容 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 種別 （延長・面積等） H23 H24 H25 H26 H27

1-A-1 港湾 内地
新居浜港務局

直接
新居浜港務局

重要 改良 186

新規、

統合①

1-A-2 港湾 内地
新居浜港務局

直接
新居浜港務局

重要 維持管理 16 新規

1-A-3 港湾 内地
新居浜港務局

直接
新居浜港務局

重要 改良 25 新規

1-A-4 港湾 内地
新居浜港務局

直接
新居浜港務局

重要 改良 232 新規

合計 459

Ｂ　関連社会資本整備事業

事業 地域 交付 直接 備考

種別 種別 対象 間接 H23 H24 H25 H26 H27

合計 0

番号 備考

1-B-1

全体事業費

（百万円）

（事業箇所）

番号 事業者

省略

工種

要素となる事業名

市町村名

事後評価（中間評価）の実施体制 事後評価（中間評価）の実施時期

公表の方法

垣生第1岸壁 防舷材改良 防舷材取り替え

市町村名

地区名

新居浜港・東港地区

塗装、床版取り替え 新居浜港・東港地区

浚渫　V=51,000m3 新居浜港・東港地区

新居浜港　長寿命化計画策定

外郭施設12件、係留施設

30件、臨港交通施設5件

新居浜港･本港

地区､東港地区

泊地(-7.5m)　埋没浚渫

垣生第1岸壁 可動橋改良

事業実施期間（年度）

番号 事業者

省略

要素となる事業名

工種

事業内容
全体事業費

（百万円）

（延長・面積等）

一体的に実施することにより期待される効果

1-B-2



Ｃ　効果促進事業

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 H23 H24 H25 H26 H27

1-C-1 港湾 内地
新居浜港務局

直接
新居浜港務局

10 新規

1-C-2 港湾 内地
新居浜港務局

直接
新居浜港務局

25 新規

合計 35

番号 備考

1-C-1

1-C-2 港湾事業(1-A-1,2)の検証と一体的に実施することにより、事業をより効率的に進めることで、新居浜港の安全及び利便性の向上を図る。

２．事業効果の発現状況、目標値の達成状況

Ⅰ定量的指標に関連する

　　　交付対象事業の効果の発現状況

最終目標値 100.0%

Ⅱ定量的指標の達成状況 目標値と実績値

に差が出た要因

最終実績値 100.0%

番号

維持管理 新居浜港　長寿命化計画策定

水域施設12件、外郭施設16件、臨港

交通施設11件、旅客乗降用固定施設2

件

全体事業費

（百万円）

工種

事業者

省略

要素となる事業名 事業内容

市町村名

地区名

新居浜港･本港

地区､東港地区

検討会の実施 港湾施設安全・利便性検討

新居浜港の安全･利便性に

関する有識者懇談会の開

催

新居浜港･本港

地区､東港地区

・港湾施設の長寿命化計画に基づく適切な維持管理を図ることができた。

・泊地浚渫の実施と老朽化した岸壁の付属施設の改良等により、物流機能の強化ができた。

一体的に実施することにより期待される効果

港湾事業(1-A-2)と一体的に計画策定を行い、新居浜港の港湾施設全体の維持管理計画を策定する。

指標①維持管理

計画を策定した

施設数の、策定

すべき施設数に

占める割合

　計画どおり策定を行った

最終実績値 100.0%

最終目標値 100.0%

目標値と実績値

に差が出た要因

最終実績値 100.0%

最終目標値 100.0%

目標値と実績値

に差が出た要因

最終実績値 100.0%

Ⅲ定量的指標以外の交付対象事業の効果の発現状況

（必要に応じて記述）

３．特記事項（今後の方針等）

　今後も長寿命化計画に基づき適切な維持管理を行い、港湾施設の安全性、利便性を確保していく。

　計画どおり防舷材の取り替え、可動橋の改良を行い、係留施設の機能確保を図ることができた。

占める割合

指標②泊地の埋

没浚渫を実施し

た土量の、適正

な水深を確保す

るために浚渫す

べき土量に占め

る割合

指標③係留施設

等の機能を確保

した施設数の、

機能を確保すべ

き施設数に占め

る割合

　計画どおり浚渫を行った



（参考図面）政策分野　活力創出基盤整備

計画の名称 新居浜港における港湾施設の管理と利便性の向上

計画の期間 平成２３年度　～　平成２７年度　（５年間） 交付対象 新居浜港務局

1-A-1

埋没浚渫

1-A-3 垣生第1岸壁 可動橋改良

1-A-4 垣生第1岸壁 防舷材改良

1-A-2 維持管理計画策定

1-C-1 維持管理計画策定
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